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　本研究プロジェクトは、「スポーツとリスクに関す

る文化論的研究」と題するもので2019 ～ 2020年度

にかけて遂行された。本研究プロジェクトの大きな目

的は、人文・社会科学の領域でリスクとスポーツに

関する研究を進めていくための土台造りをすること

である。日本でスポーツとリスクに関連する研究は、

日本のスポーツ界を分析する方向性で法学やマネジ

メントの領域で進められているが、そのためには、マ

ネジメントすべきリスクについても理解を深めてお

く必要があるのではないだろうか。このように考える
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　今年度は、社会学の立場からリスクを論じるにあ

たり頻繁に言及されるドイツの社会学者U.ベックの

リスク社会論を主要な参照系としながら、リスクと

スポーツの研究の土台造りをすることを試みた。こ

れまでの日本におけるスポーツ社会学的研究におい

て理論的な面での参照点とされてきたものは、M.フー

コー、P.ブルデュー、N.エリアスが多かったのではな

いだろうか。これに加えて、ベックのリスク社会論も

スポーツ社会学の研究を進めるための有用な参照点

となるのではないだろうか。このような見通しのも

と、まずは、ベックのリスク社会論を理解することを

試みていった。そして、ベックの理論そのものの全体

像を検討するもの1）や、ベックの社会理論を土台にし

て日本社会を分析する研究2）も蓄積されていることを

確認していった。ここから、ベックのリスク社会論を

土台にして日本におけるスポーツを社会学的に研究

することへ拡張することには一定の妥当性があると

判断するに至った。

　さらに、ベックのリスク社会論が世界的な注目を集

めたのは1980年代後半であったが、21世紀に入って

以降、日本の社会学系の学術誌では、ベックの理論を

テーマにした特集が定期的に組まれていることも確

認することができる3）。したがって、ベックのリスク

社会論は、時代診断を下すにあたり、今なお有効性を

保っているとみなすことができるのではないだろう

か。こう考えてよいならば、日本のスポーツの現状を

理解するにあたっても、ベックのリスク社会論は参照

されてよいように思われる。

　リスクとスポーツに関する社会学的研究には、英語

圏で一定の蓄積がある。しかし、リスクとスポーツの

社会学的研究を進めるにしても、すでにジュリアノッ

ティは、スポーツ研究において「ベックの分析は驚い

たことにインパクトがほとんどない」4）と指摘してい

た。しかし、同時にジュリアノッティは、ベックのリ

スク社会論に立脚したスポーツ研究のアジェンダを

提示してもいた。したがって、ベックのリスク社会論

を土台にしたスポーツ研究は、これから開拓されてよ

いものと考えられる。本研究プロジェクトは、ベック

の提示した研究アジェンダを忠実に進めるものでは

ないが、ベックのリスク社会論を参照点とするスポー

ツ研究という意味では、ジュリアノッティの問いを引

き継ごうとするものである。こうして2020年度の研

究プロジェクトでは、ベックのリスク社会論を参照点

とする日本のスポーツ界の分析を構想するに至った。

　具体的な対象については、まず、バブル崩壊以降の

マクロな社会変動を分析することで、個人の人生に

降りかかる生活リスクを論じる研究が一つの潮流に

なっていたことに着目した5）。これは個人がいかに社

会によって翻弄されるようになったのかを問題化す

る研究である。この中で問われていたことの一つと

しては、年功序列制と終身雇用制を特徴とする日本

型企業が不安定化したことによる個々人の人生上の

生活リスクである。これを敷衍するという意味でベッ

クのリスク社会論を下敷きにして、日本型企業スポー

ツと企業スポーツ選手の人生上の生活リスクという

研究課題を着想するに至った。

　2年間の本研究プロジェクトでは、「スポーツとリ

スクに関する文化論的研究」として、主としてスポー

ツ人類学とスポーツ社会学の領域でリスク研究を進

めるための若干の概要を提示するにとどまった。今後

の課題として、具体的な事例を掘り下げることを通し
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てリスクとスポーツの研究を進めることができれば

と考えている。
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